
参考様式１

計　画　主　体　名 計　画　期　間

宮城県東松島市 令和4年度～令和8年度

＜連絡先＞

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

東松島市　産業部　農林水産課 0225-82-1111 0225-87-3830 n-soumu@city.higashimatsushima.miyagijp

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること。

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載すること。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、すべての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）事業実施計画

みやぎけんひがしまつしまし

mailto:n-soumu@city.higashimatsushima.miyagijp


Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

具体的数値目標

62.2（万人/年）

　道の駅における交流人口の増加数（63.8万人/年）
＝（道の駅の入込客数（69.8万人/年）【目標値】
　　　－（道の駅の入込客数（7.6万人/年）【現状値（H30～R2平均
値）】）

具体的数値目標

549,000（千円/年）
　道の駅における計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額（549,000千円/年）
　　＝（道の駅における地域産の農林水産物の販売額（549,000千円/年）【目標値】

　　　　－道の駅における地域産の農林水産物の販売額（0千円/年）【現状値】）

具体的数値目標の算出方法

農林水産物等の販売・加工促進

　本市ではねぎやきゅうり、いちご及び発祥地とされるちぢみほうれん草、牡蠣・海苔等の農水産物を有する
一方、第1次産業就業者の高齢化や人口減少に加え、農水産物の販売・発信拠点不足による地域農業の衰
退が課題となっている。
　そこで、本計画では市内外からのアクセス性の高い矢本PAに隣接する敷地に農水産物の販売・加工施設、
地元食材を提供できる地域連携販売力強化施設及び高齢者・女性等地域住民活動・生活支援促進機械施設
等の機能を有する道の駅を整備することで、交流人口の拡大に加え、農水産物の販売・加工促進による地域
農業の活性化に繋げることを目標とする。

地域産物の販売額の増加

第２評価指標の設定根拠
（1）：将来の立ち寄り人数（上記(2)-⑥参照）に、飲食・物販比率、客単価を乗じて年間売上高を算出
　　　飲食：698,000（人/年）×0.5（飲食比率）×850（円/人）（飲食客単価）＝296,650（千円/年）
　　　物販：698,000（人/年）×0.5（物販比率）×1,000（円/人）（物販客単価）＝349,000（千円/年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：645,650（千円/年）

（2）：（1）の売上高について、道の駅の施設ごとの売上バランスを考慮し、地域物産の売上高を算出
　　　645,650（千円/年）×0.85（※1）＝548,803（千円）
　　　※1：産直施設・地域食材利用施設・加工施設（コンビニ除く）の売上高の想定比率

　　（出典：矢本PA拡張整備事業化調査　報告書（H27.9））

事業活用活性化計画目標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

事業活用活性化計画目標

第１評価指標（必須）

（1）【現状（R2）の矢本PA（上り）の年間立ち寄り人数】

　乗用車29,641台×1.32（人/台）（※1）+バス1,503台×13.82（人/台）（※1）=約60,000（人）（※2）

　　　※1：乗用車・バスの1台あたり乗車人数

　　　※2：大型車はPAでの休憩が主目的であり、交流人口増加に寄与しないため除外

　　出典：H27　全国道路・街路交通情勢調査 　自動車起終点調査（OD調査）

　　　　　　矢本PA（上り線）　令和2年度　利用車両数（東松島市）

交流人口の増加

第１評価指標の設定根拠

第２評価指標（任意）

【施設整備による交流人口の増加人数】

（2）698,000（人/年）－（1）76,000（人/年） = 622,000（人/年）

【施設整備によって増加する地域産物の販売額】

549,000（千円/年）

（2）【将来の矢本PA（上り）の年間立ち寄り人数】

①：道路交通センサス（R12推計値）より、三陸道の通過台数（車種別）を算出

・小型車：23,006（台/日） ・大型バス：（954台/日） ・大型貨物車：12,109（台/日）

②：（SA立寄率 - PA立寄率）から、道の駅（トイレを除く物販等施設）の立寄率（車種別）を算出

・小型車：0.075 ・大型バス：0.15 ・普通貨物：0（立寄率0のため、以降では普通貨物を除外）矢

本PAの

立寄人数（万人/年） H30 R1 R2 R6 R7 R8 現状※ 8.6 8.3 6.0 7.6 7.6 7.6 将来 - - - 69.8 69.8 69.8 道の駅整

備による

増加人数 - - - 62.2 62.2 62.2 ※：現況・将来ともに大型車は除外、現状のR7～R9はH27と同じ値を使用

③：①に②を乗じて、道の駅の1日の立寄台数（車種別）を算出

・小型車23,006（台/日）×0.075＝1,725（台/日） ・大型バス954（台/日）×0.15＝143（台/日）

④：③に（1）の平均乗車人数を乗じて道の駅の利用者数を算出、365を乗じて年間の利用者数に変換

・小型車1,725（台/日）×1.32（人/台）＝2,277（人/日）

・大型バス143（台/日）×13.82（人/台）＝1,976（人/日） 計：4253（人/日）×365＝1,552,000（人/

矢本PAの
立寄人数（万人/年）

H30 R1 R2 R6 R7 R8

現状※ 8.6 8.3 6.0 7.6 7.6 7.6
将来 - - - 69.8 69.8 69.8

道の駅整備による
増加人数

- - - 62.2 62.2 62.2

※：現況・将来ともに大型車は除外、現状のR7～R9はH27と同じ値を使用

道の駅農産物等
販売額（千円）

H30 R1 R2 R6 R7 R8

現況 0 0 0 0 0 0

将来※ - - - 549,000 549,000 549,000
道の駅整備による

増加額
- - - 549,000 549,000 549,000

※：産直施設・地域食材利用施設・加工施設（コンビニ除く）の想定売上高

出典：矢本PA拡張整備事業化調査報告書（H27.9）



具体的数値目標

１３３人/年
農業体験者数の増加数（133人）※　３カ年平均
　＝農業体験者数（150人）（目標値）－農業体験者数（0人）（現状値）

評価報告予定年（評価期間の終了直後の９月末日まで）

令和9年

【記入要領】

全般 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

事業活用活性化計画目標 ・事業活用活性化計画目標の項目は実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

評価指標 ・評価指標の記載に当たっては実施要領及び「事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について」により記入すること。

  月１回10名程度　市内小学校や農水泊推進協議会又は体験ネットワークと連携により、高齢者・女性等地域住民活動・生活支援促進機械施設等における
　農業体験者数の増加を図る。

農業体験者数の増加

第３評価指標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法第３評価指標（必須）

評価期間（原則として３年間の効果発現状況を把握する期間）

令和6年4月～令和9年3月

R3 ０人 R6 120人
R7 130人
R8 150人

計 0人 計 400人

現況 目標



Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体
全体事業費

（千円）
交付金要望額

（千円）
交付額

算定交付率
交付限度額

（千円）
活性化計画の目標及び

事業活用活性化計画目標との関連性
備考

高齢者・女性等地域住
民活動・生活支援促進

機械施設
東松島地区

地域住民活動拠
点施設の整備（道
の駅整備事業関

連）

・実施設計：1式
　・地域住民活動拠点
施設のの整備：１棟

200㎡

令和4年度～
令和5年度

東松島市 113,000 29,000 1/2 29,000

687,800 146,160 1/2 146,160

【記入要領】

・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性を併せて記載すること。

・事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記入すること。

・地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容欄は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。

・事業規模等欄は、施設ごとの棟数と床面積、林道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。

・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性欄は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

・「農泊推進対策」で実施する場合には、備考の欄にどのように「農泊」と関連するかを明記すること。

（※）「農泊」とは、農山漁村において、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農山漁村滞在型旅行）をいう。

574,800 117,160 1/2 117,160
　地域連携販売力強化施設及び高齢者・女性
等地域住民活動・生活支援促進機械施設を整
備し、観光客等の来場者と農家等生産者両方
のニーズに対応することにより、地域内の農水
産物の生産、販売を促進及び農家等の所得の
向上を図り、もって雇用の増大、後継者の確
保、交流人口の増加産地維持・活性化につなが
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

地域連携販売力
強化施設

東松島地区

・地域連携販売力
強化施設の整備
（道の駅整備事業

関連）

・実施設計：1式
　・販売・加工・飲
食施設の整備：１

棟
808㎡

令和4年度～
令和5年度

東松島市



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項

連携する施策名 事業メニュー名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

国土強靭化施策
地域連携販売力強化
施設

東松島地区

　国土強靭化施策を計画的に推進するための関連事業として、「道の駅
整備事業」を位置付けており、津波発生時などには、避難場所として位
置付け、東日本大震災の教訓に、社会情勢の変化に応じた強靭な地域
づくり及び平時からの持続的な取組を展開していく。

重点「道の駅」
地域連携販売力強化
施設

東松島地区
　東松島地区活性化の拠点となる施設とするため、企画の具現化を行
い、関係機関と連携をし、「重点　道の駅」の認定をめざす。

【記入要領】

①交付対象となる事業のうち、実施要領第６に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性を記載すること。

②連携する施策名には、実施要領第６に掲げる施策を記載すること。

③事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記載すること。

④地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。



Ⅴ　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消に
向けた取組

地域再生
計画

1 R8年度

事業別内容 R4年度 宮城県 40002 東松島市 42145 東松島市 東松島地区

R4年度 宮城県 40002 東松島市 42145 東松島市 東松島地区

①事業費計

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

総合計（①＋②＋③）

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体

市町村名 地区名

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

名称

コード
（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

名称

コード
（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

地域指定状況

計画期間
最終年度

豪雪
地帯

急傾
斜地

奄美
群島

指定
棚田
地域

連携施策
は「１」を

記載

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

離島
振興



まち・ひと・しご
と創生寄附活

用事業

定住自立
圏共生ﾋﾞ

ｼﾞｮﾝ

国土強靱化施
策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力の
積極的な活用
に向けた取組

地域別農業振
興計画

次世代農業農
村振興計画

指定棚田地域
振興活動計画

円 円 円

1 5 26
地域連携販売力強
化
施設

2-第2-(2)
・実施設計：１式

・販売・加工・飲食施設の整備
：１棟　808㎡

R4 ～ R5 東松島市 574,800,000 234,320,000 117,160,000 1/2

1 34
高齢者・女性等地域住
民活動・生活支援促進
機械施設

2-第2-(2)
・実施設計：１式

・地域住民活動拠点施設の整備
：１棟　200㎡

Ｒ4 ～ Ｒ5 東松島市 113,000,000 58,000,000 29,000,000 1/2

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

687,800,000 292,320,000 146,160,000

687,800,000 292,320,000 146,160,000

連携施策は
「１」を
記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

事　業
メニュー
番　号

他の施策との連携 全　　体　　計　　画

事業メニュー名
要件

類別等
番号

事業内容
及び

事業量
実施期間該当する連携

施策の番号｢
１～６｣を全て

記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

事業実施
主体

全体事業費

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付対象
事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円

117,160,000 0 0 0 ・実施設計：1式 20,000,000 20,000,000 10,000,000 0 10,000,000 0 8.5 10,000,000 該当なし 20,000,000 20,000,000 10,000,000

29,000,000 0 0 0 ・実施設計：1式 5,000,000 5,000,000 2,500,000 0 2,500,000 0 8.6 2,500,000 該当なし 5,000,000 5,000,000 2,500,000

146,160,000 0 0 0 25,000,000 25,000,000 12,500,000 0 12,500,000 0 12,500,000 0 25,000,000 25,000,000 12,500,000

146,160,000 0 0 0 25,000,000 25,000,000 12,500,000 0 12,500,000 0 12,500,000 0 25,000,000 25,000,000 12,500,000

前　年　度　ま　で 本年度 本年度までの累計

交付対象
事業費

交付対象
事業費

交付金額そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量
全体事業費 市町村費

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

全体事業費
交付金額

(千円未満切捨）

県費



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

484,800,000 214,320,000 107,160,000 484,800,000 214,320,000 107,160,000

88,000,000 53,000,000 26,500,000 88,000,000 53,000,000 26,500,000

.

572,800,000 267,320,000 133,660,000 572,800,000 267,320,000 133,660,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

572,800,000 267,320,000 133,660,000 572,800,000 267,320,000 133,660,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金額

翌年度以降（予定）

備　　　考

交付金額 全体事業費 交付金額 全体事業費交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

翌年度以降の累計 令和5年度

全体事業費
交付対象
事業費

交付対象
事業費

交付対象
事業費


